
 

 

      平成２５年２月１日   

関 東 運 輸 局 

 
 
 
 
 
関東運輸局では、東日本大震災における被災者に対する支援物資供給の問題点を踏まえ、一昨年１２月

２２日より「首都直下地震等の想定地域における民間の施設・ノウハウを活用した災害に強い物流システ

ムの構築に関する協議会」を立ち上げ、支援物資物流システムの構築の検討を行ってきました。 
昨年９月６日からは国土交通省をはじめ内閣府・経済産業省・農林水産省も含めた、幅広い関係者が参画

のもと、「首都直下地震等に対応した支援物資物流システムの構築に関する協議会」を立ち上げ、支援物資

物流全体の円滑化・最適化を実現するための支援物資物流システムの構築について検討を進めております。 

このたび、第３回協議会を下記のとおり開催いたしますので、お知らせいたします。 

 

  

 １．日  時 

 

平成２５年２月５日（火）１４：００～（２時間程度） 

                                      

２．場  所 

 

横浜第２合同庁舎 １階 共用第１会議室 

神奈川県横浜市中区北仲通５－５７  

 

３．議  事 

 

首都直下地震等に対応した支援物資物流システムについて 

 

４．そ の 他 

 

取材につきましては、本協議会は非公開制としています。写真撮影及びカメラ撮り 

につきましては、議事開始までとさせて頂きますので予めご承知願います。 

 

第３回「首都直下地震等に対応した支援物資物流システムの構築に関する 

協議会」の開催について 

【問い合わせ先】 

国土交通省 関東運輸局 交通環境部 物流課 

 担当：古屋、諏訪   ＴＥＬ ０４５－２１１－７２１０ 

          ＦＡＸ ０４５－２１１－７２７０ 
【配付先】 

横浜海事記者クラブ、神奈川県政記者クラブ、都庁記者クラブ、 

埼玉県政記者クラブ、群馬県政記者クラブ、千葉県政記者クラブ 

栃木県政記者クラブ、山梨県政記者クラブ、茨城県政記者クラブ 

物流専門紙 


